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説明資料No.麓
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1増員構想

年度地方警察官増『五 函 日 員要求について

平成26年9月4日

人事課

最近の治安情勢は、刑法犯認知件数が減少するなど改善傾向にあるも

のの、ストーカー・DV事案や特殊詐欺を始めとする女‘性や高齢者が被

害に遭う犯罪が多発するなど、依然として厳しい情勢にある。

また、我が国を取り巻く国際情勢の変化への的確な対応を図るととも

に、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の成功に向けて、善

察の事態対処能力を強化することが必要となっている。

これらの情勢を踏まえ、徹底した合理化・再配置の取組を行ってもな

お既存の人員で対処し難い緊急の課題に的確に対処するため、今後3年

間をかけて3,000人の地方警察官の増員を図る必要がある。

2増員要求数

1,020人

3増員要求項目

○人身安全関連事案対策の強化（680人）

○特殊詐欺対策の強化（225人）

○我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するための事態対処能力の

強化(115人）

4今後の予定

増員要求の容認に向け、引き続き関係当局と折衝を実施。

増員要求が容認された際には、警察法施行令別表第2の地方警察官の

都道府県警察ごとの定員の基準を改正する予定。





公安委員会 トルコからの柔道講師の帰国について 平成26年9月4日

説明資料No.4 (第4回アフガニスタン警察官訓練支援） 国際課

1柔道講師の帰国

本年6月2日から、JICA短期派遣専門家としてトルコ共和国に派遣さ

れ、シヴァス警察訓練センター（トルコ警察の訓練施設）において、約

500名のアフガニスタン警察官訓練生に対して柔道訓練を実施した6名

の柔道講師（大阪府警察等）は、8月29日、任務を終え、帰国した。

2 第4回柔道訓練の概要

(1)概要

○6月9日から8月23日までの11週間。

○オリエンテーシヨン2時限及び実技訓練42時限。

○受身・投技・固技（抑技・絞技・関節技）を指導。

(2)成果

アフガニスタン警察官訓練生は、柔道技術の修得のみならず、速や

かな整列・集合等の集団行動も行える等、規律も体得。トルコ警察も

柔道講師の真塾な姿勢に感銘を受けつつ、深く感謝の意を示した。

S山本国家公安委員会委員による督励訪問

平成26年8月6日、山本委員がシヴァス警察訓練センターを訪問し、

派遣中の柔道講師を督励。

テメル訓練センター長から日本の支援に対する感謝の意が示され、日

本警察の国際貢献を確認。
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公安委員会

説明資料No. 患

平成26年上半期のインターネット
バンキングに係る不正送金事犯の
発生状況等について

平成26年9月4日

情報技術犯罪対策課

1平成26年上半期の発生状況

(1)発生状況1， 254件約18億5,200万円
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(2)被害が多くの地方銀行や信用金庫・信用組合に拡大するとともに、

法人名義口座に係る被害が拡大（別紙「1」、「2｣）
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(3)コンピュータ・ウイルスの悪質・巧妙化

(4)不正送金等の態様

ア資金移動業者を介して不法に国外送金する事犯が減少（別紙「3」）

イ不正送金先口座名義人の69.5パーセントが中国人（別紙「4」）

2不正送金事犯の防止対策

(1)国際的なボットネットのテイクダウン作戦への参加

ア5月30日から米国連邦捜査局(FBI)及び欧州刑事警察機構(Europol)

が中心となるウイルス(GameOverZeus)のネットワーク崩壊作戦に参加

AFBIが把握した情報を基に国内のISP等を通じ、約15万5,000件の感

染端末利用者に対する注意喚起を推進

(2)取締りの徹底

ア69事件で133人を検挙。うち中国人が83人(62.4パーセント）

イ関係部門と連携した取締りと積極的な国際捜査共助要請を推進

(3)関係事業者等と連携した施策の推進

ア5月15日、金融機関関係団体に対し、セキュリティ対策の推進．
強化を文書で要請

イウイルス対策事業者等から提供を受けたウイルス感染端末‘情報等
を活用した被害拡大防止に係る取組の強化
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※資料省略

墓明言料霊話
会 平成26年上半期における

主な生活経済事犯の検挙状況等について

平成26年9月4日

生活経済対策管理官

概況
－

p‐

平成26年上半期（1月から6月）における生活経済事犯の検挙事件数は

3,354事件で、前年同期より75事件（2.2％）減少

また、検挙人員は4,328人で、前年同期より65人（1.5％）減少

1悪質商法事犯等の状況

○消費生活相談における悪質商法事犯の被害額は減少傾向

○悪質商法事犯の検挙事件数・人員は横ばいで推移

○外国通貨取引や公社債取引など多くの類型で高齢者が狙われる傾向

○多くの事犯で、他人名義の預貯金口座、バーチャルオフィス、レンタル

携帯電話などが利用されている
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悪質商法事犯の可能性のある既遂被害に関する相談件数及び被害額

PIO-NETデーﾀにより作成

悪質商法事犯の検挙事件数及び検挙人員

○被害の拡大防止を意識した早期の事件化
○犯行助長サービス対策の一層の推進
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○廃棄物事犯は、関係行政部局との連携や法改正の効果により、検挙

事件数・人員ともに減少

○薬事関係事犯(指定薬物にかかる事犯を含む)は、検挙事件数・人員と

も増加。また、アートメーク等医事関係事犯で、検挙事件数・人員とも

大幅増加

廃棄物事犯の検挙状況
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ｱー ﾄﾒｲｸ施術に関する医師法違反事犯の検挙状況

○関係行政部局との連携強化と早期発見q検挙による廃棄物事

犯の拡大防止

○国民の健康被害に直結する事犯に対する積極的な取締り等の

推進

1

1

3経済の公正な競争を阻害する事犯の状況

○偽ブランド事犯・海賊版事犯ともに､検挙事件数・人員が昨年同期
より増加

○商標権侵害事犯の68．4％でインターネットが利用されている

○仕出地が判明した偽ブランド品の90％以上が中国本土から
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商標権侵害事犯における侵害形態及び仕出地の割合
【侵害形態割合】【仕出地割合】
露店その他 香港国内製造
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○知的財産権侵害事犯においても、犯行助長サービス対策を
積極的に実施

○関係国への問題提起
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公安委員会

説明資料No.7

■一

父 通政策基本計画の原案
(警察関連部分）について

日
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公安委員会 広島市における土砂災害等の被害状況と 平成26年9月4日

雲 備 課説明資料No. 8 警察措置について

1人的被害(9月4日午前7時現在）

○死者72人（身元判明者72人。うち、安佐南区66人、安佐北区6人）

○行方不明者2人○負傷者44人（重傷者8人、軽傷者36人）

2政府の対応

○8月20日、官邸‘情報連絡室（21日～官邸対策室）を設置。

○22日、内閣府に非常災害対策本部を設置。これまでに10回の会議を開催。

○20日、政府現地災害対策室（22日～非常災害現地対策本部）を設置。

○20日、政府調査団を派遣。25日、安倍総理大臣が被害状況等を視察。

S警察庁の対応

20日、災害’情報連絡室を設置。22日、次長を長とする非常災害警備本部に改組。

4広島県警察の対応

ｰ

○広島県警察は、発災以降、派遣部隊を含む約1,700人体制（9月1日からは約

1,250人体制）で災害警備活動を実施。

○救出救助、行方不明者の捜索は、約1,100人体制（1日からは約670人体制）で実施。

夜間も広島県警察の部隊が交替で実施。
､由■●●●,■P今中｡

○発災後、ヘリテレ映像を官邸等に送信。
争 ●

5警察災害派遣隊の派遣状況（期間及び派遣部隊）

8/20～23 6府県(山口、島根、鳥取、岡山、大阪、兵庫）689人・重機2台・ヘリ1機

8/23～27
9都県(警視庁、愛知、三重、滋賀、奈良、徳島、香川、愛媛、高知)685人．
警察犬4頭・重機4台

8/27～31 5都県(警視庁、栃木、埼玉、神奈川、新潟)441人・警察犬4頭・重機2台

8/31～9/4 大阪169人・警察犬2頭・重機2台

6活動事例等

○屋根の上に取り残された高齢者夫婦等9人を警察ヘリでホイスト（つり上げ）救

助（20日）。また、崩壊した家屋内等から多数の要救助者を救出するなど、迅速 ●

的確な初動対応を実施。

○警視庁の警察犬4頭が、土砂に埋もれていた6人の遺体を発見。

○避難所を巡回しての運転免許証再交付の受付及び手数料の免除(8/26～31)。

○被災者支援隊「メイプル隊」を編成し、2人一組の10班（パトカー10台）で避難

所等における防犯指導、警察活動に関する要望の聴取、防犯活動等を実施。

○被災地における防犯パトロールを強化。避難所における防犯チラシの掲示、報道

機関を通じた防犯広報、県警メルマガの配信等を通じて被害防止を呼びかけ。

○各部隊の幹部等が、報道機関に対し、救出救助、行方不明者の捜索状況等につい

て積極的に広報。



公安委員会

説明資料No.9
外為法違反事件被疑者の逮捕について

平成26年9月4日

外事課

大阪府警察は、北朝鮮に貨物を不正に輸出した疑いで、8月21日(木)、被疑者2

人を通常逮捕した。

1被疑者

甲大阪府内に居住する貿易会社役員の女（47歳）

乙静岡県内に居住する貿易会社役員の男(41歳）

2逮捕罪名

外国為替及び外国貿易法違反（無承認輸出）

3事案の概要

被疑者らは、共謀の上､平成21年6月18日から北朝鮮向けの貨物の輸出が禁止さ

れているにもかかわらず、平成25年6月中旬ころ、食料品等約370カートン（輸出

申告価格約258万円）を、経済産業大臣の承認を受けないで、大阪南港から香港を

経由して北朝鮮に輸出したものである。

4参考

我が国政府が講じている対北朝鮮措置に係る違反事件の検挙は、本件が31件目

となる。


